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■ 講義室の集約化等によるスペースの確保

（背景）
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トップマネジメントによる新部局のスペースの創出

■ スペース活用相互調査
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して，各部局の教職員が一体となり，お互いにスペース運

用を見直し，改善につなげていくことを目的とした「スペー

ス活用相互調査」を実施した。

（概要）

• 各部局から調査員２名以上（調査チーム：２名１組）を選出
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設け，１チーム当たり３回程度の実施で全ての調査が完了
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• 使用目的の適正，使用頻度，スペースの広さ（狭隘でない

かどうか）のほか，使用者の要望や運用上の問題点及びス

ペース活用に関する取組等を調査項目とした。（図３）

スペース活用相互調査の説明会及び現地調査

スペース活用に関するＰＤＣＡの取組

図２ スペース活用相互調査の概念図
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（成果・効果）

• 関係部局長等への説明に当たっては，集約化する講義室

の「稼働状況」や，教員・学生定員等の変動に伴う「拠出

面積」の算定データ等を見える化するとともに，既存配置

部局の移転先についても，同部局と関連性の高い部局が

配置された建物に集約配置するなど，移転後の使い勝手

にも配慮したことで，新部局設置に係るスペース確保につ

いての理解が深まり，関係部局との合意形成が得られた。

• また，新部局設置に必要な施設整備費等の確保について，

学長・理事等の経営者層で構成される執行部会議等で検

討され，学長裁量経費の中に「新部局設置対応分」として

盛り込まれた。

• 教育学部４～５期棟を中心とした約4,000㎡を新部局設置

スペースとして確保し，共用講義室の集約等により生み出

したスペースを既存配置部局の移転先に充てるなど，既

存施設の有効活用はもちろん，教員室のリユース等による

「必要最小限の改修」とした基本計画が，全学委員会で承

認され，学長裁量経費等を活用し，３年次計画（H28～

H30年度）により順次整備が進められることとなった。

図１ 新学部配置及び移転先候補図 3837

きょうあい
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■ フォローアップの実施（ＰＤＣＡの確立）

（概要）

• 平成24年度に実施したスペース活用相互調査の結果を基

に，平成25年度は各部局において「スペース活用改善計

画」を策定し，本調査において改善が必要となった室を対

象に，実施すべき取組や実施予定日を明記するなど，具

体的かつ実効性のある計画となるように取りまとめた。

• 平成26年度は，同改善計画のフォローアップ（H26.8～

10）として，改善状況の現地確認を行うとともに，本調査の

効果検証及び問題点の抽出を行った。

• さらに，平成27年度は，前年度の現地確認において改善

不足等の理由により，再度改善が必要となった室を対象と

して，現地確認によるフォローアップ（H27.10～11）を実施

した。

（成果・効果）

• 使用頻度の低い室の共用化や集約化といったスペースの

有効活用等により，調査時の指摘内容（調査項目により最

大14%の不具合）が，全て改善された。

• 他部局の現状を目の当たりにすることで，同じような問題

やスペース活用に対する取組を知ることができ，真剣にス

ペースの改善を考える良い機会となった。

• 現地を直接確認し，使用目的に合った室に改善すること

により，今後，各用途の過不足を検証するための，より正

確な実態を把握することができた。

• 本調査を通じ，今後の調査内容，規模，期間等を定める

具体的な指標を得ることができた。

（今後の予定）

• 今後も，これまでの調査を見直しながら，同様の調査を継

続して実施する予定である。

• また，本調査の発展的な活用方法として，本学における事

業選定のベースとなる「事業評価システム」の評価項目に，

各部局のスペース活用に対する取組状況を盛り込み，「継

続度」「改善度」等の観点から「+α評価」を行っており，今

後も同様の取組を継続していく予定である。

• 本調査を通じ，今後は稼働率の低い室や利用目的・用途

が同じ室の共同利用化（部局内・全学共通），狭隘な学生

研究室の解消，受託研究等における競争的研究・実験ス

ペースや若手研究者及び特任教員等のためのスペース

確保を予定している。

●平成27年度 フォローアップ結果 （抜粋）

●平成24年度 スペース活用相互調査の結果 （抜粋）

フォローアップによる改善状況の推移

●平成26年度 フォローアップ結果 （抜粋）

島根大学 09

H26フォローアップ時に改善不足だった室の割合が，

Ｈ２７フォローアップ時には全て改善

図３ 調査項目の判定及び改善状況の区分

全体及び学部別 施設別
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（成果・効果）

経営層の課題の共有及び迅速な対応が可能となった。

特に概算要求に際しては，学長や総務担当理事が現状

を熟知していたので，その選定や優先順位の決定がス

ムーズに行われた。

今後は，学長のリーダーシップにより，スペースマネジメ

ントによる面積再配分や施設担当部課と教員の教職協働

による施設マネジメントの取組を加速させることとしている。

農学部実験研究棟の現地調査

（概要）

新学長が就任した平成27年度から，施設の安全性や機

能性の現状を確認するとともに，また大学運営等における

課題の共有やニーズの把握を目的とした，学長自らが先

頭に立ち全部局を現地調査する「学長ラウンド」が開始さ

れた。

「学長ラウンド」はすべての部局を１年間で調査できるよう

に計画されており，月１回のペースで継続的に実施してい

る。

○学長トップによる現地調査等の実施（宮崎大学）○経営者層を含めた全学的な検討体制（京都教育大学）
（概要）

大学全体における経営及び教育研究等の方針・計画等

については，平成16年度から経営者層を構成員とする企

画調整室を設置し検討を行っている。理事や教授，関係

各課による全学的視点による検討を継続的かつ迅速に行

えるように，原則として毎週会議を開催している。

施設に関しても，キャンパスマスタープランの策定をはじ

め共同利用スペースの管理やインフラ長寿命化計画の策

定等，施設マネジメントの重要な方針や計画の企画及び

立案を企画調整室で行っている。

（成果・効果）

施設に関する事項について，経営者層や教職員等と検

討できる体制が常に整っていることにより，意思決定が迅

速かつ明確であるとともに，幅広い意見を踏まえた実効性

の高い計画の策定等が可能となっている。

学内共同利用スペースの確保のような各部局の枠を超え

た取組についても，学内の合意形成が得やすく，全学的な

施設マネジメントの推進に適した検討体制となっている。

○大学構想を実現するキャンパス計画の体系化（東京大学）

01 機動力の高い取組 機動力の高い取組 01

施設を含めた企画・立案の体制 4241

施設整備計画室の体制

教育研究評議員 事務職員

（教授　2名） （財務課　1名，施設企画課3名）

副室長（理事）

（企画・広報担当）

副室長（理事）

（総務・財務担当）

室員

室長補佐

（財務課長，施設企画課長）

施設整備計画室

　室長（学長）

○学長を室長とする施設整備計画室（奈良女子大学）
（成果・効果）

キャンパス計画大綱はキャンパス全体の総合性・統合性

のあるキャンパス空間の確保に効果を示しており，本郷

キャンパスにおいては，アイデンティティの象徴及び基盤

となる，歴史的空間構造，景観（建築群及び外部空間）を

守りつつ，教育研究活動に必要な機能更新を実現してい

る。

（概要）

大学のキャンパス計画については平成４年に策定した

「キャンパス計画の概要」を基本理念としていたが，策定か

ら20年以上経過し，現状との齟齬等が生じていた。

そのため平成２５年度に「キャンパス計画大綱」を策定し，

大学の教育・研究に係る構想を，キャンパスの中で総合的

かつ戦略的に実現させるための基本理念及び指針とした。

キャンパス計画大綱の策定には，キャンパス計画室のも

と設置した検討WGにおいて計画案を策定し，学内のパブ

リックコメントを実施するなど，幅広い意見を取り入れ，役

員会等で審議・議決を行った。

大学における各種整備は，キャンパス計画大綱を始め

要綱や運用方針に基づき計画・整備を行うこととし，その

内容についてキャンパス計画室で審議を行っている。

キャンパス計画
要綱運用指針

キャンパス計画大綱

各キャンパス
整備計画概要

各キャンパス
計画要綱

…基本理念

…ルール

…具体的な
整備計画

整備規則・細則
申し合わせ等
(バリアフリー，植栽，
交通，サイン等)

キャンパス計画の体系

（概要）

施設系職員の少ない環境の中，施設整備に関する提案

や審議，決定等については，平成24年度より学長を室長

とする「施設整備計画室」を設置し，トップマネジメントによ

る対応をしている。

施設整備計画室は，学長を始め企画・広報担当理事や

総務・財務担当理事といった経営者層等で構築されてお

り，大学の施設について全学的な視点からの検討が行わ

れている。

（成果・効果）

学長を始め経営者層を含めた体制とすることにより，トッ

プマネジメントとして意思決定が迅速に行われている。

近年ではバリアフリーの推進やトイレ改修等，全学的に

ニーズの高い整備についても早急な対応が可能となった。

そ ご



（成果・効果）

経営層の課題の共有及び迅速な対応が可能となった。

特に概算要求に際しては，学長や総務担当理事が現状

を熟知していたので，その選定や優先順位の決定がス

ムーズに行われた。

今後は，学長のリーダーシップにより，スペースマネジメ

ントによる面積再配分や施設担当部課と教員の教職協働

による施設マネジメントの取組を加速させることとしている。

農学部実験研究棟の現地調査

（概要）

新学長が就任した平成27年度から，施設の安全性や機

能性の現状を確認するとともに，また大学運営等における

課題の共有やニーズの把握を目的とした，学長自らが先

頭に立ち全部局を現地調査する「学長ラウンド」が開始さ

れた。

「学長ラウンド」はすべての部局を１年間で調査できるよう

に計画されており，月１回のペースで継続的に実施してい

る。

○学長トップによる現地調査等の実施（宮崎大学）○経営者層を含めた全学的な検討体制（京都教育大学）
（概要）

大学全体における経営及び教育研究等の方針・計画等

については，平成16年度から経営者層を構成員とする企

画調整室を設置し検討を行っている。理事や教授，関係

各課による全学的視点による検討を継続的かつ迅速に行

えるように，原則として毎週会議を開催している。

施設に関しても，キャンパスマスタープランの策定をはじ

め共同利用スペースの管理やインフラ長寿命化計画の策

定等，施設マネジメントの重要な方針や計画の企画及び

立案を企画調整室で行っている。

（成果・効果）

施設に関する事項について，経営者層や教職員等と検

討できる体制が常に整っていることにより，意思決定が迅

速かつ明確であるとともに，幅広い意見を踏まえた実効性

の高い計画の策定等が可能となっている。

学内共同利用スペースの確保のような各部局の枠を超え

た取組についても，学内の合意形成が得やすく，全学的な

施設マネジメントの推進に適した検討体制となっている。

○大学構想を実現するキャンパス計画の体系化（東京大学）

01 機動力の高い取組 機動力の高い取組 01

施設を含めた企画・立案の体制 4241

施設整備計画室の体制

教育研究評議員 事務職員

（教授　2名） （財務課　1名，施設企画課3名）

副室長（理事）

（企画・広報担当）

副室長（理事）

（総務・財務担当）

室員

室長補佐

（財務課長，施設企画課長）

施設整備計画室

　室長（学長）

○学長を室長とする施設整備計画室（奈良女子大学）
（成果・効果）

キャンパス計画大綱はキャンパス全体の総合性・統合性

のあるキャンパス空間の確保に効果を示しており，本郷

キャンパスにおいては，アイデンティティの象徴及び基盤

となる，歴史的空間構造，景観（建築群及び外部空間）を

守りつつ，教育研究活動に必要な機能更新を実現してい

る。

（概要）

大学のキャンパス計画については平成４年に策定した

「キャンパス計画の概要」を基本理念としていたが，策定か

ら20年以上経過し，現状との齟齬等が生じていた。

そのため平成２５年度に「キャンパス計画大綱」を策定し，

大学の教育・研究に係る構想を，キャンパスの中で総合的

かつ戦略的に実現させるための基本理念及び指針とした。

キャンパス計画大綱の策定には，キャンパス計画室のも

と設置した検討WGにおいて計画案を策定し，学内のパブ

リックコメントを実施するなど，幅広い意見を取り入れ，役

員会等で審議・議決を行った。

大学における各種整備は，キャンパス計画大綱を始め

要綱や運用方針に基づき計画・整備を行うこととし，その

内容についてキャンパス計画室で審議を行っている。

キャンパス計画
要綱運用指針

キャンパス計画大綱

各キャンパス
整備計画概要

各キャンパス
計画要綱

…基本理念

…ルール

…具体的な
整備計画

整備規則・細則
申し合わせ等
（バリアフリー，植
栽，
交通，サイン等）

キャンパス計画の体系

（概要）

施設系職員の少ない環境の中，施設整備に関する提案

や審議，決定等については，平成24年度より学長を室長

とする「施設整備計画室」を設置し，トップマネジメントによ

る対応をしている。

施設整備計画室は，学長を始め企画・広報担当理事や

総務・財務担当理事といった経営者層等で構築されてお

り，大学の施設について全学的な視点からの検討が行わ

れている。

（成果・効果）

学長を始め経営者層を含めた体制とすることにより，トッ

プマネジメントとして意思決定が迅速に行われている。

近年ではバリアフリーの推進やトイレ改修等，全学的に

ニーズの高い整備についても早急な対応が可能となった。

そ ご



○学生主体の調査によるニーズの把握（東京工業大学）

02 実効性の高い取組 実効性の高い取組 02

（概要）

学勢調査とは，学生が主体となってアンケート調査を行

うことで，学生の実態・意見を知り，学生・大学の状況と価

値観を照らし合わせた上で，大学をよりよくするために施

設面を含めた大学全体に対する解決策を提言としてまと

め，大学事務局に伝えるものである。

学勢調査はおよそ２年に１度のペースで実施されてお

り，平成17年度から実施され，平成26年度までに５回実施

されている。調査内容の作成や調査の実施，さらには具

体的な改善案の作成までを学生スタッフが行うため，大学

の教職員による一般的な学生生活調査に比べ，学生の視

点が反映される。その結果，より正確に大学側が学生の要

望に応じたサービスを提供することができる。

さらに，経営者層は学勢調査の結果を受けて，改善に

向けた対応を行っている。

（概要）

大学の小島町地区には老朽化の進行した職員宿舎が

建っており，これらの耐震・老朽対策をかねて，この地区

を国際交流を含めたビジョンである「ＵＥＣビジョン2018-

100周年に向けた挑戦-」の取組の一環として，100周年

キャンパスとして再整備を行うこととなった。

大学は，事業者の費用で建設した新築建物４棟を受取

り，事業者はこれらを40年間にわたって運営することで賃

料収入を得るＰＰＰ方式を採用している。

本事業の実施に当たり，大学の経営戦略担当理事とし

て外部から当該実務の経験者を平成24年４月～平成26

年３月の任期付きで採用し，独自のネットワークによる情

報の収集，民間の経営的視点からの分析・シミュレーショ

ンの実施及び事業契約の際の交渉等を担当することによ

り，戦略的な再整備事業を行った。

（成果・効果）

供用が開始される2017年４月からは， ＵＥＣビジョンを実

現する場になると同時に，ＵＥＣ Ｐｏｒｔ（Ｕｎｉｑｕｅ＆Ｅｘｃｉｔｉ

ｎｇ Ｃａｍｐｕｓの港）として，新しく整備した宿舎施設，共同

研究施設，福利厚生施設や交流広場が，学内の関係者

のみならず，近隣住民を始めとした，産業界，海外のさま

ざまな人々が常に集う場になると想定している。

100周年キャンパス完成予想図

（成果・効果）

本調査を受けて，講義室の改修や，リフレッシュルーム

や飲食施設の拡充，電子掲示板等の設置等を実施した。

また，調査に教職員と学生の価値観の違いを示し，互い

の価値観を把握することで，教職員と学生のすれ違いを

解消している。

さらに，学生が本調査を通して学内の様々な実態を知っ

た上で，問題に対する分析を行い，仮説をたてて解決策

を提示することで，学生の問題解決能力の向上や，社会

問題に対する興味や関心が高まるきっかけとなっている。

学勢調査2014提言書

○民間出身理事の経営的視点による再整備（電気通信大学）

（成果・効果）

各学部等に提案の説明の際には，今のままでよいといっ

た旧態依然の意識が強い意見もあったが，他大学の講義

室の使用実態を調査し比較分析を行い，その調査結果を

まじえ，この取組が効果的・効率的であることを各学部に

対して意欲的に訴えかけることにより，学内の合意形成を

図った。

また，経営者層により構成される施設マネジメント委員会

にて方針が審議し決定されたことで，各部局が連携をとり，

迅速かつ効果的に進められている。

講義室（共同利用スペース）

（概要）

これまで各学部専有であった講義室の使用状況を平成

26年度に調査した結果，稼働率に差異があった（約40%～

65%）。

平成28年度には，新学部新設による学部改組に伴い，

新設学部の使用する講義室確保が課題となったため，こ

れを機に各学部専有であった講義室を含め，学内全ての

講義室を共同利用スペースにした。（約12,000m2)

全講義室を共同利用スペースとして本部で一元管理し，

学部改組期間である平成28年度から平成31年度までに

授業形態に適した規模や機能等，様々な需要に対応して，

稼働率の向上を図ることとしている。

施設基盤部においてはスペースマネジメント及び施設整

備の調整，教育学生支援部においては講義室の利用に

関するシステムの導入，財務部においては各学部への予

算配分等について担当している。

平成28年度に全講義室を共同利用スペースに移行した。

学部専有の講義室を共同利用スペースに移行 約8,000m2

既存の共同利用スペースの講義室 約4,000m2

全講義室 計 約12,000m2

○全講義室の本部一元管理による稼働率の向上（愛媛大学）

4443

○幅広く意見を収集・反映したＣＭＰの策定（九州工業大学）

（成果・効果）

従来の施設整備だけでなく，教職員等の声を反映した，

全学で共有できるキャンパスの理想像を描くことで，大学

関係者にとって満足度の高い30年後を見据えた戦略的な

ＣＭＰを策定した。

大学が目指す長期ビジョンと基本方針を策定し，学内か

ら抽出した意見を反映して整備計画の検討を行った。

ワークショップの様子

（概要）

従来のキャンパスマスタープラン（ＣＭＰ）の策定は，施

設の老朽化やスペースの不足等の問題を解決するための

改修・新築計画を立てるものであったが，大学関係者に

とって魅力的なキャンパスを形成し，30年後のキャンパス

の目指す姿を描くため，大学利用者全員が参画できるＣ

ＭＰの策定を目指した。

実施に当たっては，学生や教職員，地域住民の意見を

ＣＭＰ策定に生かすため，民間企業を活用しながら，大学

関係者に対してヒアリングやアンケート調査を行うととも

に，ワークショップ等も行い，必要な情報を幅広く収集し

た。

また，インタビュー等の調査結果を基にしたアプローチ

である「人間中心設計アプローチ」，民間企業のノウハウ

で様々な意見を引き出す手法である「上位計画コンサル

ティング」により，学生や教職員，地域住民の意見を多く引

き出し，戦略的なＣＭＰの策定を進めた。

さらに，学内向け広報誌を定期的に発行することで，大

学関係者に広く周知を行った。



○学生主体の調査によるニーズの把握（東京工業大学）

02 実効性の高い取組 実効性の高い取組 02

（概要）

学勢調査とは，学生が主体となってアンケート調査を行

うことで，学生の実態・意見を知り，学生・大学の状況と価

値観を照らし合わせた上で，大学をよりよくするために施

設面を含めた大学全体に対する解決策を提言としてまと

め，大学事務局に伝えるものである。

学勢調査はおよそ２年に１度のペースで実施されてお

り，平成17年度から実施され，平成26年度までに５回実施

されている。調査内容の作成や調査の実施，さらには具

体的な改善案の作成までを学生スタッフが行うため，大学

の教職員による一般的な学生生活調査に比べ，学生の視

点が反映される。その結果，より正確に大学側が学生の要

望に応じたサービスを提供することができる。

さらに，経営者層は学勢調査の結果を受けて，改善に

向けた対応を行っている。

（概要）

大学の小島町地区には老朽化の進行した職員宿舎が

建っており，これらの耐震・老朽対策をかねて，この地区

を国際交流を含めたビジョンである「ＵＥＣビジョン2018-

100周年に向けた挑戦-」の取組の一環として，100周年

キャンパスとして再整備を行うこととなった。

大学は，事業者の費用で建設した新築建物４棟を受取

り，事業者はこれらを40年間にわたって運営することで賃

料収入を得るＰＰＰ方式を採用している。

本事業の実施に当たり，大学の経営戦略担当理事とし

て外部から当該実務の経験者を平成24年４月～平成26

年３月の任期付きで採用し，独自のネットワークによる情

報の収集，民間の経営的視点からの分析・シミュレーショ

ンの実施及び事業契約の際の交渉等を担当することによ

り，戦略的な再整備事業を行った。

（成果・効果）

供用が開始される2017年４月からは， ＵＥＣビジョンを実

現する場になると同時に，ＵＥＣ Ｐｏｒｔ（Ｕｎｉｑｕｅ＆Ｅｘｃｉｔｉ

ｎｇ Ｃａｍｐｕｓの港）として，新しく整備した宿舎施設，共同

研究施設，福利厚生施設や交流広場が，学内の関係者

のみならず，近隣住民を始めとした，産業界，海外のさま

ざまな人々が常に集う場になると想定している。

100周年キャンパス完成予想図

（成果・効果）

本調査を受けて，講義室の改修や，リフレッシュルーム

や飲食施設の拡充，電子掲示板等の設置等を実施した。

また，調査に教職員と学生の価値観の違いを示し，互い

の価値観を把握することで，教職員と学生のすれ違いを

解消している。

さらに，学生が本調査を通して学内の様々な実態を知っ

た上で，問題に対する分析を行い，仮説をたてて解決策

を提示することで，学生の問題解決能力の向上や，社会

問題に対する興味や関心が高まるきっかけとなっている。

学勢調査2014提言書

○民間出身理事の経営的視点による再整備（電気通信大学）

（成果・効果）

各学部等に提案の説明の際には，今のままでよいといっ

た旧態依然の意識が強い意見もあったが，他大学の講義

室の使用実態を調査し比較分析を行い，その調査結果を

まじえ，この取組が効果的・効率的であることを各学部に

対して意欲的に訴えかけることにより，学内の合意形成を

図った。

また，経営者層により構成される施設マネジメント委員会

にて方針が審議し決定されたことで，各部局が連携をとり，

迅速かつ効果的に進められている。

講義室（共同利用スペース）

（概要）

これまで各学部専有であった講義室の使用状況を平成

26年度に調査した結果，稼働率に差異があった（約40%～

65%）。

平成28年度には，新学部新設による学部改組に伴い，

新設学部の使用する講義室確保が課題となったため，こ

れを機に各学部専有であった講義室を含め，学内全ての

講義室を共同利用スペースにした。（約12,000m2)

全講義室を共同利用スペースとして本部で一元管理し，

学部改組期間である平成28年度から平成31年度までに

授業形態に適した規模や機能等，様々な需要に対応して，

稼働率の向上を図ることとしている。

施設基盤部においてはスペースマネジメント及び施設整

備の調整，教育学生支援部においては講義室の利用に

関するシステムの導入，財務部においては各学部への予

算配分等について担当している。

平成28年度に全講義室を共同利用スペースに移行した。

学部専有の講義室を共同利用スペースに移行 約8,000m2

既存の共同利用スペースの講義室 約4,000m2

全講義室 計 約12,000m2

○全講義室の本部一元管理による稼働率の向上（愛媛大学）

4443

○幅広く意見を収集・反映したＣＭＰの策定（九州工業大学）

（成果・効果）

従来の施設整備だけでなく，教職員等の声を反映した，

全学で共有できるキャンパスの理想像を描くことで，大学

関係者にとって満足度の高い30年後を見据えた戦略的な

ＣＭＰを策定した。

大学が目指す長期ビジョンと基本方針を策定し，学内か

ら抽出した意見を反映して整備計画の検討を行った。

ワークショップの様子

（概要）

従来のキャンパスマスタープラン（ＣＭＰ）の策定は，施

設の老朽化やスペースの不足等の問題を解決するための

改修・新築計画を立てるものであったが，大学関係者に

とって魅力的なキャンパスを形成し，30年後のキャンパス

の目指す姿を描くため，大学利用者全員が参画できるＣ

ＭＰの策定を目指した。

実施に当たっては，学生や教職員，地域住民の意見を

ＣＭＰ策定に生かすため，民間企業を活用しながら，大学

関係者に対してヒアリングやアンケート調査を行うととも

に，ワークショップ等も行い，必要な情報を幅広く収集し

た。

また，インタビュー等の調査結果を基にしたアプローチ

である「人間中心設計アプローチ」，民間企業のノウハウ

で様々な意見を引き出す手法である「上位計画コンサル

ティング」により，学生や教職員，地域住民の意見を多く引

き出し，戦略的なＣＭＰの策定を進めた。

さらに，学内向け広報誌を定期的に発行することで，大

学関係者に広く周知を行った。



○ＰＤＣＡの実施によるＣＭＰの改訂（大阪大学）

03 継続的な改善に資する取組

（概要）

キャンパスマスタープラン（ＣＭＰ）の策定に当たっては，

右図のようなＰＤＣＡサイクルを確立している。

2016年度版の改訂に当たって，平成16年度から平成27年

度の間，大学関係者や地域住民を対象としたアンケート

調査や各部局の代表者に対するヒアリング調査を行った。

また，これらの調査結果をもとにワーキングメンバーで議

論を行い，経営者層を含めた学内の合意を得てＣＭＰ

2016年版を策定した。

その際，以前のＣＭＰの検証と評価として，設定した目標

等の達成度をアンケート調査結果等で評価を行い，緊急

度や安全性，また利便性等の５つの項目に分け，それらを

ＣＭＰ改訂時の重要評価項目として位置づけた。また，直

ちに対応することが困難な課題については今後の課題と

してＣＭＰ2016年版に掲載し，継続的に検討を行うこととし

ている。

（成果・効果）

ＣＭＰの改訂に当たって，大学関係者に対してアンケー

ト調査等を行うことで，ＣＭＰに対する関心を高めている。

（概要）

施設マネジメントを担当する人材の育成のため，施設に

関する知識のほかに財務も含めた幅広い知識を持った人

材へ成長させることを目的として，若手の施設担当職員を

一定期間財務部へ異動させることとした。

平成27年度から，施設担当職員は２年程度財務部へ異

動し，概算要求資料の作成や学内予算の編成等に係る

業務を担当し，財務・経営に関する業務を経験する取組

が開始された。さらに，幅広い知識を持つために，マネジ

メント等に関する学内セミナーにも参加することとしてい

る。

（成果・効果）

施設担当職員に財務等の施設関連以外の業務を経験

させることにより，財務・経営に関する視点に立った施設マ

ネジメントを推進し，また学内の人的ネットワークが強化さ

れ横断的な体制が構築される。

学内セミナーの様子
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○財務・経営等の業務経験による人材育成（岡山大学）

ＣＭＰにおけるＰＤＣＡサイクル
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○設備更新・運用改善による省エネの実現（東京藝術大学）

（概要）

大学美術館の空調設備によるエネルギー消費量は大学

全体の25％を占めており，学内予算の圧迫の大きな要因

となっていた。さらに，設備の老朽化による不具合が発生

している等，設備の更新が喫緊の課題であった。

そのため，老朽化した熱源設備の更新によるエネルギー

消費量の削減と高度な空調管理の両立を目的としたＥＳＣ

Ｏ事業を導入し，平成27年度から10年間運用改善を図る

こととした。

公募を行う際には，経産省の補助事業の活用を含む提

案を選定の条件とした。選定後の補助事業の申請に当

たっては，事業者と大学が一緒に検討を行い，平成26年

度の経産省の補助事業として「東京藝術大学大学美術館

ＥＳＣＯ事業」が採択され，全体事業費の1/2の補助金を

確保した。

（成果・効果）

エネルギー削減の目標達成のために関係者に対して，

定期的に意見交換や運用改善の説明を重ね，合意形成

を図った。

運用初年度である平成27年度の実績では，美術館全体

のエネルギー消費量について前年度比で約55.3％削減

し，エネルギー効率の大幅な改善を実現した。

さらに，ＥＳＣＯ事業者による24時間の監視体制強化に

より文化財の保護に最適な空間を確保している。

東京藝術大学大学美術館

（成果・効果）

グリーンキャンパス構築指針・行動計画に基づき，環境

負荷低減の取組を進め，継続的な改善を行うことで，継続

的・持続的な環境負荷低減のための活動を推進している。

グリーンキャンパス構築指針・行動計画

（概要）

地球温暖化防止活動の取組として，環境負荷低減のた

めの中期的目標や行動計画を示す「グリーンキャンパス構

築指針・行動計画2016-2021 」を平成27年度に策定した。

この構築指針・行動計画は，「グリーンキャンパス構築指

針・行動計画2010-2015」に記載したエネルギー使用量・

温室効果ガス排出量の削減目標に対する達成状況を踏

まえ，平成33年度までにエネルギー使用量・温室効果ガ

ス排出量について平成27年度の実績から６％削減すると

定め，それを達成するための行動計画を示している。さら

に，環境負荷低減の取組の評価等を「環境報告書2016」

にて公表することで，ＰＤＣＡサイクルに基づく継続的な改

善を実施している。

さらに，これらを大学ホームページで公開することで教職

員や学生に対して普及啓発を行っている。

○環境負荷低減に向けた継続的な改善（静岡大学）
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○利用者負担による施設の原状回復を規定化（上越教育大学）

○省エネ事業のノウハウの公開（三重大学）

○施設の有効活用に関する普及啓発（九州大学）

04 利用者等の理解を促進する取組

（概要）

平成23年度から，エネルギーの効率的な運用改善を目

的とした「スマートキャンパス事業」を継続的に実施してい

る。スマートキャンパス事業とは，キャンパス全体に省エネ

設備・技術を導入し，これらを総合管理するエネルギーマ

ネジメントシステムにより，効率的な運用を図る事業である。

事業の実施に当たり，平成23年度の経産省の補助事業

として「三重大学スマートキャンパス実証事業」が採択され，

全体事業費の1/2の補助金を確保した。この補助金と，本

事業より低減される光熱費の差額を原資とした15年間のＥ

ＳＣＯ事業とを組み合わせ，大学の設備投資の負担を実

質ゼロとした。

この取組を他大学等へ紹介するとともに，積極的な技術

支援を行う等，スマートキャンパス事業のノウハウの公開を

行っている。

（成果・効果）

ＣＯ2排出量原単位を平成22年度比で24%削減の目標を

掲げて事業を開始し，平成25年度には原単位26.4%の削

減を達成し，エネルギー消費量についても原単位24.1が%

削減された。

また，平成23年度から平成27年度の間に他大学・民間

企業等に対し，スマートキャンパスに関する見学の受入れ

や事例紹介等，延べ56回の紹介を行った。

これらの取組により「第22回地球環境大賞の文部科学大

臣賞」を始めとした多くの賞を受ける等外部機関から高い

評価を得た。

スマートキャンパス事業の概要
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（概要）

平成20年に行われた教職大学院の設置に伴う居室の再

配置等において，既存施設の修繕・改修費用の捻出に苦

慮したことから，教員が専有する研究室や演習室等に関し

ては，異動時や退職時の原状回復に必要な経費を自らが

負担する仕組みを導入した。

異動や退職する教員に対して，事前に教員スペースの

明渡しを依頼し，現地確認を行った。原状回復に必要な

経費のうち，経年劣化以外の劣化やクリーニング費用，不

要物品の処分については，利用者にて負担することとして

いる。

（成果・効果）

取組実施後は，教員スペースの明渡し日が決まるため，

新採用教員の入居が円滑になり，スペースの有効活用が

図られている。

さらに，以前は不要物品が，空いている部屋や倉庫に保

管されていたままとなっていたが，不要物品が明確化し，

情報を学内掲示板に掲載することで，再利用等の活動が

進んでいる。

現地確認の様子

（概要）

大学全体の共有財産である各施設において，学生や教

職員等による必要以上の専有化や既得権意識により，ス

ペースの十分な活用がなされていない状況であった。

そのため，目的や用途に応じた施設の需給度合いや利

用度を踏まえながら，既存スペースの有効活用を図る基

本方針として，平成27年度に「九州大学における施設等

の有効活用に関する指針（以下，指針）」を見直し，施設

利用者自らが入力する「スペース管理システム」を活用し

た利用状況調査を実施するなど，施設の有効活用に対す

る理解促進を図っている。

特に，新築や増築，大規模改修等を行う場合には，

共同利用スペースやトップマネジメントによる総長裁

量スペースの創出を義務付けるなど，効率的なスペー

スの管理・運用を進めることとした。

さらに，本指針を学内ＨＰに掲載するほか全学委員

会や各部局への説明会の開催など，学内に向けた普及

啓発を行っている。

（成果・効果）

指針を学内ＨＰに掲載し全学に通知することで，共同利

用スペース確保率（前年度比5.5％），講義室稼働率（前

年度比1.0％），共通会議室稼働率（前年度比5.0％）の上

昇につながった。

さらに，施設に関する情報を「施設利用状況調査報告

書」として学内に公表することにより，施設利用者の意識

の醸成につながっている。

今後は，指針に掲げる教育研究活動の基盤を支える

「教育研究基盤スペース」を定めるため，教員や学生１人

当たりの標準面積の算出を行い，学内委員会で検討して

おり，さらなるスペースの有効活用を図る新たな仕組みの

導入を進めていく。

各部局への説明会の様子

○利用者とのＣＭＰ策定ワークショップ（北海道大学）
（概要）

平成29年度に新キャンパスマスタープラン（ＣＭＰ)を策

定するため，平成27年度までに前回作成したＣＭＰの点

検・評価を実施した。平成28年度から教職員によるワーキ

ンググループを設け，新ＣＭＰ策定に向けた具体的な検

討を開始した。ワーキンググループは平成28年度に13回

実施している。

また，ＣＭＰの策定に直接携わらない学生等へＣＭＰの

理解を深めてもらうことを目的としたワークショップをこれま

でに合計９回行っている。

平成27年８月には，経営者層や教職員等をメンバーとし

た施設部・サステイナブルキャンパス推進本部合同ワーク

ショップを実施した。このワークショップでは，ＣＭＰの基本

計画を作成するための施設マネジメントの在り方について

討論を行った。

また，環境問題に関心のある学生団体や大学生協の学

生委員等に対しても，ワークショップを行っており，ＣＭＰ

における重点課題や中間目標について討論を行った。

（成果・効果）

各ワークショップで出された意見や要望を集約し，今後

は討論結果を新ＣＭＰ策定の参考とするとともに，施設部

や関連組織との課題の共有等を行う。

合同ワークショップの様子
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配置等において，既存施設の修繕・改修費用の捻出に苦

慮したことから，教員が専有する研究室や演習室等に関し

ては，異動時や退職時の原状回復に必要な経費を自らが

負担する仕組みを導入した。

異動や退職する教員に対して，事前に教員スペースの

明渡しを依頼し，現地確認を行った。原状回復に必要な

経費のうち，経年劣化以外の劣化やクリーニング費用，不

要物品の処分については，利用者にて負担することとして

いる。

（成果・効果）

取組実施後は，教員スペースの明渡し日が決まるため，

新採用教員の入居が円滑になり，スペースの有効活用が

図られている。

さらに，以前は不要物品が，空いている部屋や倉庫に保

管されていたままとなっていたが，不要物品が明確化し，

情報を学内掲示板に掲載することで，再利用等の活動が

進んでいる。

現地確認の様子

（概要）

大学全体の共有財産である各施設において，学生や教

職員等による必要以上の専有化や既得権意識により，ス

ペースの十分な活用がなされていない状況であった。

そのため，目的や用途に応じた施設の需給度合いや利

用度を踏まえながら，既存スペースの有効活用を図る基

本方針として，平成27年度に「九州大学における施設等

の有効活用に関する指針（以下，指針）」を見直し，施設

利用者自らが入力する「スペース管理システム」を活用し

た利用状況調査を実施するなど，施設の有効活用に対す

る理解促進を図っている。

特に，新築や増築，大規模改修等を行う場合には，

共同利用スペースやトップマネジメントによる総長裁

量スペースの創出を義務付けるなど，効率的なスペー

スの管理・運用を進めることとした。

さらに，本指針を学内ＨＰに掲載するほか全学委員

会や各部局への説明会の開催など，学内に向けた普及

啓発を行っている。

（成果・効果）

指針を学内ＨＰに掲載し全学に通知することで，共同利

用スペース確保率（前年度比5.5％），講義室稼働率（前

年度比1.0％），共通会議室稼働率（前年度比5.0％）の上

昇につながった。

さらに，施設に関する情報を「施設利用状況調査報告

書」として学内に公表することにより，施設利用者の意識

の醸成につながっている。

今後は，指針に掲げる教育研究活動の基盤を支える

「教育研究基盤スペース」を定めるため，教員や学生１人

当たりの標準面積の算出を行い，学内委員会で検討して

おり，さらなるスペースの有効活用を図る新たな仕組みの

導入を進めていく。

各部局への説明会の様子

○利用者とのＣＭＰ策定ワークショップ（北海道大学）
（概要）

平成29年度に新キャンパスマスタープラン（ＣＭＰ)を策

定するため，平成27年度までに前回作成したＣＭＰの点

検・評価を実施した。平成28年度から教職員によるワーキ

ンググループを設け，新ＣＭＰ策定に向けた具体的な検

討を開始した。ワーキンググループは平成28年度に13回

実施している。

また，ＣＭＰの策定に直接携わらない学生等へＣＭＰの

理解を深めてもらうことを目的としたワークショップをこれま

でに合計９回行っている。

平成27年８月には，経営者層や教職員等をメンバーとし

た施設部・サステイナブルキャンパス推進本部合同ワーク

ショップを実施した。このワークショップでは，ＣＭＰの基本

計画を作成するための施設マネジメントの在り方について

討論を行った。

また，環境問題に関心のある学生団体や大学生協の学

生委員等に対しても，ワークショップを行っており，ＣＭＰ

における重点課題や中間目標について討論を行った。

（成果・効果）

各ワークショップで出された意見や要望を集約し，今後

は討論結果を新ＣＭＰ策定の参考とするとともに，施設部

や関連組織との課題の共有等を行う。

合同ワークショップの様子
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